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政策企画部 広報室 z-koho@shakyo.or.jp 

TEL03-3581-4657  FAX03-3580-5721 

〒100-8980東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

2017（平成 29）年 4月 17日 

日 

 

Action Report 

全 社 協 

第 95号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

Topics 
 平成 28 年熊本地震から１年～被災者への長期的な生活支援を進めるために（寄稿:熊本県社

会福祉協議会） 
 

 第 34期アジア社会福祉従事者研修はじまる～4 カ国、4名の研修生が日本の福祉を学ぶ 
 

 生活支援体制整備に向けた実践事例を紹介～『新しい地域支援事業に関する活動実践事例集

～住民主体の地域包括ケアをすすめる社協の取り組み～』刊行 
 

 3 年間の社会的包摂にむけた福祉教育のあり方の議論とりまとめ～『社会的包摂にむけた福祉教育

～福祉教育プログラム 7 つの実践～』 
 

 協働体制やネットワークづくり推進のポイントを調査・研究・とりまとめ～『多者協働の場づくりに向けて

～ボランティア・市民活動支援のための体制整備・協働のネットワークづくりのヒント～』 
 

 保育士・保育教諭の人権擁護への意識を高め、保育の質の向上につなげる～全国保育士会『保

育所・認定こども園等における人権擁護のためのセルフチェックリスト』 
 

 「子どもの貧困問題」に対する支援等の取組みを促進させる～全国保育士会『保育士・保育教諭と

して、子どもの貧困問題を考える～質の高い保育実践のために』 
 

 第 30 回社会福祉士国家試験合格を目指し、第 4 期生が学習スタート～社会福祉士通信課程

短期養成コース 
 

 離職介護福祉士等の届出システムを含む新たな福祉人材情報システム（新 COOL システム）が

稼働 
 

 

 

社会保障・福祉政策情報／インフォメーション 

権利擁護・虐待防止セミナー、職場研修担当者研修会 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 平成 28 年熊本地震から１年～被災者への長期的な生活支

援を進めるために       

熊本県社会福祉協議会 事務局長 吉本 裕二 

1 震災から 1年を経過した熊本の現状 

昨年 4月 14 日と 16 日に発生し、未曾有の被害をもたらした熊本地震から、早 1 年

が過ぎました。 

この間、本会においては、市町村災害ボランティアセンターの支援活動、生活福祉

資金の特例貸付、社会福祉施設等に対する応援職員マッチング事業などの取組みを

行ってきました。こうした取組みには、国、都道府県・指定都市、全社協、都道府県・指

定都市・市町村社協、社会福祉事業所をはじめ、様々な機関・団体に御協力をいただ

きました。ここに心からお礼を申し上げますとともに、これからの活動においても、御支

援・御協力をいただきますようお願いいたします。 

現在、県内では、3 万 5,000 棟以上に及ぶ損壊家屋等の公費解体が全体の 6割ま

で進みました。災害によって発生した廃棄物の処理も 6 割を超えたところであり、復興

の取組みは着々と進められています。 

また、被災された方々は、避難所の閉鎖後、応急仮設住宅やみなし仮設住宅等に

移り住んでおられます。現在、応急仮設住宅に約 4,300 世帯、みなし仮設住宅には約

13,000 世帯が生活されていますが、損壊した自宅に住んでいる方も多くいらっしゃい

ます。被災により生活環境が大きく変化し、福祉課題が多様化する中で、今後どのよう

に被災地の住民を個別的に支援していくのか、また必要に応じて専門的支援を行っ

ていくのか、細やかな支援が求められています。 

２ 一人ひとりの被災者を見守っていくために 

本会では、昨年 10 月から「熊本県地域支え合いセンター支援事務所」を熊本県か

ら受託し、運営しています。7 名の生活支援相談員が常駐し、県内 15 市町村に設置

された「地域支え合いセンター」を定期的に訪問しながら支援に努めています。 

こうしたなか、先月は、応急仮設住宅で、一人暮らしの男性が死後数日経過して発

見されました。応急仮設住宅においては、県内で初めての「孤独死」と思われ、定期的

に訪問を行っていたにも関わらず発見が遅れたことに、関係者は大きな衝撃を受けま

した。 

今後、こうした悲しい出来事を二度と繰り返さないために、自治会、地域包括支援セ

ンター、民生委員児童委員、保健師、福祉協力員、ボランティア及び地域支え合いセ

ンターのスタッフなど、地域の関係団体や機関がどのように支援していくのか、早急な

検討が必要です。 

（寄稿：熊本県社会福祉協議会） 
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応急仮設住宅やみなし仮設住宅にお住ま

いの方々や、特に孤立しやすい一人暮らし

の方々を支えるプログラムなど積極的に提

案していくことも大切です。 

さらに、本県では「熊本見守り応援隊」とし

て、新聞・ガス・電気・郵便等の事業者と協

定を結び、配達先等で異変を察知した場合

には、地域の社協や警察に通報していただ

く事業を行っていますが、このような見守り体

制が確実に機能するよう進めていく必要があ

ります。 

「地域支え合いセンター支援事務所」にお

いては、これらを踏まえ、各地域支え合いセ

ンターが一人ひとりの被災者を見守っていくための体制づくりを支援していきたいと考

えています。 

３ 県社協における今後の課題 

冒頭に記したように、本会では、昨年の発災から様々な取組みを行ってきました。こ

のようななかで気づいたことは、社協の持つネットワークとそのマンパワーの大きさでし

た。ネットワークは単なる「理念」でなく、具体的な支援の「力」であることを実感させら

れました。地震後直ちに、全社協や九州ブロック社協の先遣隊が入り、本会及び被災

した市町村社協を支援していただき、その後、継続的にスタッフを派遣していただきま

した。非常時の膨大な業務に、本会の職員だけでは対応できないなか、県外からの応

援職員が持つ高いモチベーションに支えられたことには、感謝の言葉しか見つかりま

せん。 

一方、これまで局地的な災害は経験してきたものの、今回のような広域災害が発生

した場合に、被災地支援、ボランティアの受入れ、報道機関への対応、情報発信、関

係機関との情報共有など、災害時の業務を日常業務と並行して取組むことはかなり困

難を極めました。こうした非常時の組織の動きを想定して、何をすべきか、本会におい

てもＢＣＰ（業務継続計画）を作成する必要性を痛感しています。 

また、本会では、平成 29 年度の重点項目の一つとして、「平成 28 年熊本地震」の

検証活動を掲げています。被災時の本会活動を一つひとつ検証し、効果があった点、

課題があった点をとりまとめ、発信していくこととしています。 

4 震災からの復興に向けて 

私ごとですが、現在も、県内で最も被害の大きかった益城町の中心部に住み続けて

「本会で受託運営する『熊本県地域支え合

いセンター支援事務所』の職員が仮設住宅

を訪問した時の様子」 
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います。益城町は、実に町内の 9 割以上の家屋が被害を受け、近隣の人たちも応急

仮設住宅やみなし仮設住宅で生活されている方がほとんどです。 

今後、住宅が再建され、地域社会が復興していくには、膨大な労力と時間を要する

ことは明らかです。それぞれの家族ごとに、復興の道のりを歩む速度は様々です。そ

の過程で、応急仮設住宅やみなし仮設住宅等に住む方々への支援とともに、地域の

まちづくりも同時並行して進めなければなりません。 

「地域の再生」に向かって、私たち社協関係者も、長期的視野に立って活動するとと

もに、震災から立ち上がってこられた兵庫、新潟、東北 3 県等の関係者の方々からま

ちづくりの方法を学びながら、長い道のりを被災された方々とともに歩んでいく覚悟が

必要だと改めて思っています。 

 

■ 第 34 期アジア社会福祉従事者研修はじまる～4 カ国、4 名

の研修生が日本の福祉を学ぶ 

 

アジア社会福祉従事者研修の新たな研修生（第34期生）3月16日に来日しました。

第34期の研修生は、朴允根さん(パクユングン)＜韓国＞、王珮甄(ワンペイツン)さん＜

台湾＞、エナ マリー モンターさん＜フィリピン＞、メイリーラット ムンルッチャイトラック

ンさん＜タイ＞の4名です。 

現在は、3月27日から始まった日本語学習でひらがなやカタカナの読み書きと日常

会話の習得に取組んでい

ます。約3カ月間の日本

語学習終了後は、社会福

祉施設の見学研修や、福

祉法人・施設での体験研

修などをとおして日本の

福祉を学びます。第34期

研修生は、来年2月に研

修を修了して帰国する予

定です。 

1984（昭和59）年に開

始された本研修の修了生の人数は、第33期までで157名になりました。修了生の多く

が現在も母国の社会福祉の発展のために各国における社会福祉のリーダーとして活

躍されるとともに、日本と各国の社会福祉関係者の関係づくりにも尽力いただいていま

す。 

今年もご支援のほど、よろしくお願いいたします。 

斎藤全社協会長(中央)と第 34 期研修生 

左からメイさん、エナさん、パクさん、ワンさん 
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■ 生活支援体制整備に向けた実践事例を紹介～『新しい地域支

援事業に関する活動実践事例集～住民主体の地域包括ケア

をすすめる社協の取り組み～』刊行 

 

介護保険制度における新しい地域支援事業につ

いては、社協として、これまでの地域福祉活動や関

係者とのネットワークを生かした積極的な取組みが

求められており、生活支援体制整備事業を受託実

施する地域も増えています。 

本事例集では、生活支援コーディネーターを配置

し協議体の運営等を始めた市町村社協及び県域で

の支援を行っている県社協から事例を提供いただ

き、取組みの経緯や生活支援コーディネーター、協

議体の活動内容、行政はじめ関係者との連携、住民

主体の生活支援サービスの拡充に向けた動きなど、

具体的な実践を紹介しています。  

また、高齢者への個別支援においては、専門職と

住民がいかに協働するかが課題であり、介護サービ

ス担当職員やケアマネジャー等も地域支援事業に

ついて情報や方針を共有することが重要です。地域支援事業を社協全体の取組みに

するヒントとして本事例集をぜひご活用ください。 

下記ホームページより申込書をダウンロードいただき、FAX にてご注文ください。 

 

https://www.zcwvc.net/ 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部 

TEL 03-3581-4655  FAX 03-3581-7858 

 

 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると地域福祉・ボランティア情報ネットワークにジャンプします。 

↑画像をクリックすると「地域福祉・

ボランティア情報ネットワーク」に

ジャンプします。 

https://www.zcwvc.net/
https://www.zcwvc.net/2017/03/29/新しい地域支援事業に関する活動実践事例集-住民主体の地域包括ケアをすすめる社協の取り組み-頒布のお知らせ/


 

6  

■ 3年間の社会的包摂にむけた福祉教育のあり方の議論とりまと

め～『社会的包摂にむけた福祉教育～福祉教育プログラム 7

つの実践～』 

 

全国ボランティア・市民活動振興センターでは、誰

もが社会参加できる地域づくりのために、検討委員

会を設け、平成 23 年度から 3 年間にわたり社会的

包摂にむけた福祉教育のあり方を議論してきました。

そのなかで、『社会的包摂にむけた福祉教育～実践

にむけた福祉教育プログラムの提案～』報告書（平

成 26 年度）をとりまとめ、社会的包摂のための福祉

教育実践にむけた福祉教育プログラムの検討・提案

を行いました。 

平成 27 年度は、上記で開発した福祉教育プログ

ラムのさらなる普及・啓発のために、プログラムの精

査や課題の整理を行い、7 つのプログラムについて

全国7カ所の社協を実施主体としてモデル事業を実

施しました。 

今回とりまとめた『社会的包摂にむけた福祉教育

～福祉教育プログラム 7つの実践～』報告書では、7つの社協が取組んだ実際のプロ

グラムと、実施社協から提案されたプログラムを掲載しています。あわせて、平成 26 年

度作成報告書も総論として全掲載していますので、今後の福祉教育の取組みにおい

て本冊子をぜひご活用ください。 

本報告書は、下記のＵＲＬからダウンロードいただけます。 

 

https://www.zcwvc.net/ 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部 全国ボランティア・市民活動振興センター  

TEL 03-3581-4656  FAX 03-3581-7858 

 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると地域福祉・ボランティア情報ネットワークにジャンプします。 

↑画像をクリックすると「地域福祉・

ボランティア情報ネットワーク」に

ジャンプします。 

https://www.zcwvc.net/
https://www.zcwvc.net/2017/03/29/社会的包摂にむけた福祉教育-福祉教育プログラム7つの実践-報告書をアップしました/
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■ 協働体制やネットワークづくり推進のポイントを調査・研究・とり

まとめ～『多者協働の場づくりに向けて～ボランティア・市民活

動支援のための体制整備・協働のネットワークづくりのヒント～』 
 

全国ボランティア・市民活動振興センターでは、ボ

ランティア・市民活動支援に積極的に取組んでいる

社協のボランティア・市民活動センターや、ＮＰＯ等

中間支援組織に対してヒアリング調査を実施し、その

成果を調査研究報告書としてまとめました。 

これまでボランティア・市民活動センター等は、ボ

ランティア・市民活動を支援する組織として、社会的

孤立や排除のない地域づくりに向けた理解を形成す

るとともに、地域の多様な課題に対して地域住民の

主体的な参画を促し、さまざまな機関や団体のそれ

ぞれの得意分野を活かした協働による解決を図るな

どの役割を果たしてきました。 

今回の調査研究では、その役割をさらに発展させ

るため、「ボランティア・市民活動支援の取組みに関

する調査研究委員会」（委員長：市川 一宏 ルーテ

ル学院大学大学院研究科学事顧問）を設置し、ヒアリング調査による具体的事例から、

協働体制の整備や協働のネットワークづくりを推進するための示唆を、5つのポイントと

して整理しました。 

5 つのポイントは下記の通りです。 

①会い、互いを理解し、高めあう 

②協働した支援体制をつくる、協働体制をつくる 

③担い手を広げ、活動を支える 

④多様な情報を発信し、理解者を増やす 

⑤ボランティア・市民活動支援のために組織内部を強化する 

報告書はすでに市区町村、都道府県・指定都市の社協に送付しています。また下

記ＵＲＬからもダウンロードいただけます。今後の各地域でのボランティア・市民活動支

援の活性化、多様な機関・団体との協働推進にぜひご活用ください。 

https://www.zcwvc.net/ 

↑ＵＲＬをクリックすると地域福祉・ボランティア情報ネットワークにジャンプします。 

↑画像をクリックすると「地域福祉・

ボランティア情報ネットワーク」に

ジャンプします。 

https://www.zcwvc.net/
https://www.zcwvc.net/2017/03/28/平成28年度社会福祉推進事業-ボランティア-市民活動支援の取組みに関する調査研究事業-報告書/
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【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部 全国ボランティア・市民活動振興センター  

TEL 03-3581-4656  FAX 03-3581-7858 

 

 

■ 保育士・保育教諭の人権擁護への意識を高め、保育の質の向

上につなげる～全国保育士会『保育所・認定こども園等におけ

る人権擁護のためのセルフチェックリスト』 

 

全国保育士会(会長 上村 初美)では、保育の現

場で働く保育士・保育教諭が、「子どもを尊重する」こ

とや「子どもの人権擁護」についてあらためて意識を

高め、自らの保育を振り返っていただくことを目的

に、『保育所・認定こども園等における人権擁護のた

めのセルフチェックリスト～「子どもを尊重する保育」

のために～』を作成しました。 

本チェックリストは、自らが意識をせずに「子どもを

置き去りにした保育」や「保育者の都合で進める保

育」を行っていないかを、保育者一人ひとりが自己点

検するためのツールです。 

山縣 文治氏（関西大学教授）に監修いただき、

人権擁護の視点から、「『良くない』と考えられるかか

わり」を大きく 5つのカテゴリーに分け、その行為がな

ぜ良くないのかを解説するとともに、参照すべき「子どもの権利条約」、「保育所保育指

針（解説書含む）」、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領（解説書含む）」の関連

する条文や、「より良いかかわりへのポイント」を記載しています。 

本チェックリストは、下記全国保育士会ホームページからダウンロードいただけます。 

一人ひとりの保育士・保育教諭が人権擁護への意識を高め、日々の保育の質の向

上につなげるため、園内研修や地域における勉強会等で、本チェックリストをご活用く

ださい。 

 

http://www.z-hoikushikai.com/new/new.php?id=32 

↑ＵＲＬをクリックすると全国保育士会のホームページにジャンプします。 

↑画像をクリックするとチェックリス

トにジャンプします。 

http://www.z-hoikushikai.com/new/new.php?id=32
http://www.z-hoikushikai.com/download.php?new_arrival_document_id=53
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【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 児童福祉部  

TEL 03-3581-6503  FAX 03-3581-6509 

 

 

■ 「子どもの貧困問題」に対する支援等の取組みを促進させる～

全国保育士会『保育士・保育教諭として、子どもの貧困問題を

考える～質の高い保育実践のために』 

 

全国保育士会(会長 上村 初美)では、日々子ど

もや保護者と接する保育士・保育教諭が、児童福祉

に携わる者として「子どもの貧困」という課題にどのよ

うな対応・支援ができるのかについて、検討を行いま

した。 

その検討結果として、それぞれの職場において保

育士・保育教諭一人ひとりが子どもの貧困問題に対

する支援等の取組みを進めていただくことを目的

に、パンフレット「保育士・保育教諭として、子どもの

貧困問題を考える～質の高い保育実践のために～」

を作成しました。 

本パンフレットは、山縣 文治氏（関西大学 教授）

に監修いただき、子どもの貧困とはどのような課題で

あるのか解説するとともに、「気づきのポイント」や対

応時の留意点、具体的な支援方策を盛り込んだ事例、保育所・認定こども園における

対応の流れ、連携することが想定される他の関係機関・団体の例を掲載しています。 

保育所・認定こども園は、地域の中で、子どもも保護者も安心できる場所であり、必

要な支援を行う役割を持っています。 

子どもの生活や心身の状況の変化を様ざまな場面で気づくことのできる環境にある

保育士・保育教諭が、日本の「子どもの貧困」の過酷な状況を認識し、児童福祉に携

わる者として可能な支援を行うことは、子どもの健やかな育ちにつながる重要な取組み

です。 

本パンフレットは、下記ＵＲＬからダウンロードいただけます。 

↑画像をクリックするとパンフレット

にジャンプします。 

http://www.z-hoikushikai.com/download.php?new_arrival_document_id=51
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http://www.z-hoikushikai.com/new/new.php?id=29 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 児童福祉部 

TEL 03-3581-6503  FAX 03-3581-6509 

 

 

 

■ 第 30 回社会福祉士国家試験合格を目指し、第 4 期生が学

習スタート～社会福祉士通信課程短期養成コース 
 

4 月 16日より、全社協・中央福祉学院が実施する「第 4期 社会福祉士通信課程短

養成コース」の学習がスタートします。 

今年度からの入学生を対象に、専門実践教育訓練給付金指定講座となりました。

雇用保険に加入していて、過去 10 年間、他の教育訓練給付金を受給していない場

合、所定の手続きにより、受講料の 4割が後で返還される制度です。 

短期養成コースは、社会福祉主事養成機関を修了後、指定施設において相談援

助業務に 2 年以上従事した者等を対象とており、相談援助職のさらなるキャリアップ

に資することが期待されています。 

昨年度卒業の第 3期生の第 29 回国家試験合格者数は 154 名でした。 

今年度の新規受講生は 483 名（4 月 6 日現在）で、レポート課題を中心とした通信

授業と、全国3カ所（東京・大阪・ロフォス湘南）で実施する面接授業に取組み、1月の

卒業（修了）と 2 月の国家試験の合格を目指していきます。 

本課程の卒業者が、相談援助演習等をとおして学んだ知識・技術をもとに、社会福

祉士として地域の福祉課題に取組んでいくことが期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると全国保育士会ホームページにジャンプします。 

http://www.z-hoikushikai.com/new/new.php?id=29
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■ 離職介護福祉士等の届出システムを含む新たな福祉人材情

報システム（新 COOL システム）が稼働 

 

改正社会福祉法により本年 4月に施行された離職介護福祉士等の届出制度の導

入にあわせた改修が完了した新たな福祉人材情報システムが、この制度による届出に

対応する機能を実装し、新 COOL システムとして 4月 1日より稼働しました。 

この制度は、介護の仕事から一度離職した方が、福祉人材センターの新 COOL シ

ステムに届出、登録をすることで、スキルの維持のためのサポートや再び介護の職場

への就業を希望する際の支援が受けられるというものです。 

全国の福祉人材センターでは、同システムの活用の促進により届出制度を円滑に

運用していくために、今年度は、該当する方々に制度の存在を知ってもらうための広

報活動などを進め、より多くの離職介護福祉士などからの届出をめざすことになりま

す。 

中央福祉人材センターでは、届出制度とシステムの活用ができるだけ広く周知され

るよう関係者の協力を呼びかけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

↑ＵＲＬをクリックすると福祉のお仕事ホームページにジャンプします。 

https://www.fukushi-work.jp/
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■ 平成 29年第 4回経済財政諮問会議【3月 30日】 

6 月を目途にとりまとめされる「骨太の方針 2017」策定に向けた議論。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/0330/agenda.html 

 

■ 平成 29年第 5回経済財政諮問会議【4月 12日】 

医療・介護をはじめとする社会保障制度改革の推進においては、2018 年度に向け

た、①各種計画等の一体的推進、②保険者等のガバナンス強化、③健康増進・予防

の推進への重点的な取組の必要性等について議論された。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/0412/agenda.html 

 

 
 
 

 

■ 障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き 改訂版を公表【3

月 27日】 
 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahuku

shi/gyakutaiboushi/tsuuchi.html 

 

■ 被保護者調査（平成 29年 1月分概数）【4月 5日】 

被保護実人員は 2,143,887 人となり、前月より 1,780 人減少。また、対前年同月と比

べると、19,507 人減少した。被保護世帯は 1,639,460 世帯となり、前月より 745 世帯減

少し、対前年同月と比べると、6,159 世帯増加した。世帯類型別では、対前月・対前年

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/0330/agenda.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/0412/agenda.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/gyakutaiboushi/tsuuchi.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/gyakutaiboushi/tsuuchi.html
http://zseisaku.net/
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同月では、高齢者世帯（特に単身世帯）の数は増加し、高齢者世帯を除く世帯の数は

減少した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/01.html 

 

■ 第 5回生活保護受給者の健康管理支援等に関する検討会【4月 7日】 

生活保護受給者に対する生活習慣病予防・重度化予防のための健康管理支援等

について議論のまとめの案が示された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000161109.html 

 

■ 第 19回社会保障審議会人口部会【4月 10日】 

出生中位推計の結果にもとづくと、総人口は、2053年には 1億人を割って 9,924万

人となり、2065 年には 8,808 万人になるものと推計される。前回調査と比べると、前回

の 8,135 万人が今回では 8,808 万人へ 672万人増加しているとともに、人口が 1億人

を下回る年次は前回の 2048 年が 2053 年と 5 年遅くなっている。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000161342.html 

 

 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/01.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000161109.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000161342.html
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平成 29年度介護職員実務者研修通信課程 

6 月開講コース申込受付中！ 

 

中央福祉学院では、介護職員の人材育成と介

護福祉士国家試験の受験資格取得を支援するた

め、県･市社協と連携し、『介護職員実務者研修通

信課程』を開講しています。 

現在、各スクーリング実施社協にて、平成 29 年

度の受講生を募集しています。職場でのご理解ご

協力のもと、多くの方々の受講をお待ちしていま

す。また、実施県市以外の近隣県市からの申込も

受け付けています。 

 

●実務者研修とは 

介護福祉士の資格取得については、法律改正により、平成 28 年度（平成 29 年 1

月実施）の国家試験から、これまでの 3年間の実務者経験に加えて「実務者研修

（450 時間）」の受講が義務付けられます。介護福祉士資格取得を希望される方につ

いては、社協グループで実施する質の高い教育内容を実現した「介護職員実務者研

修通信課程」の受講を是非ご検討ください。 

申込締切日等の詳細は、実施県市社協へお問合せいただくか、中央福祉学院の

ホームページでご確認ください。 

 

●募集内容 

コース 受講期間 
受講料 

(税込･ﾃｷｽﾄ代込) 

通信学習 

(自宅学習) 

スクーリング 

介護過程Ⅲ 医療的ケア演習 

訪問介護員養成研

修(2 級)修了者 6/1～12/31 

(7 ヵ月間) 

130,000 円 11 科目 受講 受講 

介護職員初任者研

修修了者 
130,000 円 10 科目 受講 受講 

詳細につきましては、中央福祉学院ホームページ

をご覧ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/ 

↑画像をクリックするとホームページ
にジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html
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訪問介護員養成研

修(1 級)修了者 

7/1～12/31 

(6 ヵ月間) 
90,000 円 1 科目 受講 受講 

介護職員基礎研修

修了者 

7/1～10/31 

(4 ヵ月間) 
70,000 円 1 科目 免除 受講 

※保有資格なし（4/1～12/31）コースの募集は締め切りました。 

 

●スクーリング実施社協 

福島県、埼玉県、神奈川県、川崎市、長野県、愛知県、大阪府、大阪市、奈良県、鳥

取県、広島県、山口県 

※岩手県、秋田県、滋賀県での募集は締め切りました。 

 

●その他 

・本研修課程は、教育訓練給付金制度の支給対象講座に指定されています。 

また、各都道府県が行う介護福祉士修学資金等貸付制度が利用できます。 

・クレジットカード決済による分割払いが利用できます。 

・受講案内･申込書は、下記ＵＲＬからダウンロードください。 

 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html 

 

 

 

 

 

  

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html
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平成 29年度社会福祉法人経営研修会・人事管理コース 

受講者募集のご案内 

 

社会福祉法が改正され、今、社会福祉法人のあ

り方が大きく問われています。公益性や非営利性

の徹底、他の事業主体では対応が困難な福祉

ニーズへの対応、地域社会への貢献などを通じ

て、存在意義を発揮しなければなりません。 

一方では、雇用情勢の変化、要介護高齢者の増

加等により、福祉・介護人材の確保難が深刻化し、

また長期的にも大幅な不足が見込まれています。

他業種との人材争奪戦ともいうべき状況の中で、社

会福祉法人の経営者には、人材の確保・定着、育

成など、総合的な人材マネジメントが求められています。 

本研修会では、社会福祉法人が利用者や社会の期待とともに職員の満足にも応え、

求められる役割を果たしていくことができる組織づくりをめざす人事管理のあり方につ

いて学びます。 

社会福祉法人にとって必要な人材の「採る力」「活かす力」「育てる力」「処遇する力」

を伸ばすために、ぜひご参加ください。 

 

 研修の概要  
 

日 程：平成 29 年 6 月 13 日(火)～15 日（木） 

会 場：中央福祉学院（神奈川県三浦郡葉山町上山口 1560-44） 

受 講 料：25,700 円 

受講対象：社会福祉法人の役員及び法人の運営に携わる方 

※設立準備中の法人は対象外となります 

申込期限：平成 29 年 5 月 19 日(金)※必着 

事前課題：受講にあたっては、事前課題を提出していただきます。 

詳細は、受講決定通知送付時にお知らせします。 
 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course313.html 

 

※社会福祉法人経営者研修会は、「人事管理コース」のほか、「経営管理コース(10 月 3 日

～5日」を開催いたします。  

↑画像をクリックするとホームページ
にジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course313.html
http://www.gakuin.gr.jp/training/course313.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

●特集「民生委員制度創設 100周年」 

『月刊福祉』5月号 

民生委員・児童委員制度は、1917（大正 6）年、岡

山県で創設された「済世顧問制度」を源とし、翌

1918（大正 7）年、大阪府で創設された方面委員制

度が全国に広がりました。 

これまでの歴史を振り返り、その原点を見つめ直

すとともに、これからの民生委員の役割について、現

代の地域における課題とともに考えます。 

 

 

 

 

（4 月 6 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 
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●特集「新たに示される保育指針とこれからの保育」 

『保育の友』5月号 

このたび、10 年ぶりに保育所保育指針の改定が

行われ、平成 30 年度の施行に向けて、今年度はそ

の周知期間となっています。 

今回は、子ども・子育て支援新制度施行後初めて

の改定であり、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こ

ども園教育・保育要領の改訂も同時に行われていま

す。 

そこで、改定のポイントとその内容について理解を

深めるとともに、新たに踏まえるべきことや、これまで

の実践をもとにさらに強化していくべき内容、実践と

どう結びつけていくべきかについて、インタビューな

どを交えて考えます。 

（4 月 10 日発売 定価本体 581 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2900&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2900&_class=120101&_category=08039

